
 

 

○
新
事
業
創
出
促
進
法 

（
平
成
十
年
法
律
第
百
五
十
二
号
） 

 

第
一
章 
総
則 

  

（
目
的
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
技
術
、
人
材
そ
の
他
の
我
が
国
に
蓄
積
さ
れ

た
産
業
資
源
を
活
用
し
つ
つ
、
創
業
等
、
新
商
品
の
生
産
若
し
く
は

新
役
務
の
提
供
、
事
業
の
方
式
の
改
善
そ
の
他
の
新
た
な
事
業
の
創

出
を
促
進
す
る
た
め
、
個
人
に
よ
る
創
業
及
び
新
た
に
企
業
を
設
立

し
て
行
う
事
業
並
び
に
新
た
な
事
業
分
野
の
開
拓
を
直
接
支
援
す

る
と
と
も
に
、
中
小
企
業
者
の
新
技
術
を
利
用
し
た
事
業
活
動
を
促

進
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
、
併
せ
て
地
域
の
産
業
資
源
を
有
効
に

活
用
し
て
地
域
産
業
の
自
律
的
発
展
を
促
す
事
業
環
境
を
整
備
す

る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
活
力
あ
る
経
済
社
会
を
構
築
し
て

い
く
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

  

（
定
義
） 

第
二
条 

（
略
） 

２
・
３ 

（
略
） 

４ 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
新
事
業
分
野
開
拓
」
と
は
、
事
業
者
が
そ

の
事
業
の
著
し
い
成
長
発
展
を
目
指
し
て
行
う
事
業
活
動
で
あ
っ

て
、
新
商
品
の
生
産
若
し
く
は
新
役
務
の
提
供
又
は
新
技
術
を
利
用

し
た
商
品
の
生
産
若
し
く
は
販
売
若
し
く
は
役
務
の
提
供
の
方
式

の
改
善
に
よ
り
、
新
た
な
事
業
分
野
の
開
拓
を
図
る
も
の
を
い
う
。 

５ 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
特
定
投
資
事
業
組
合
」
と
は
、
中
小
企
業

等
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
契
約
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律

第
九
十
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
等
投
資
事
業
有

限
責
任
組
合
で
あ
っ
て
、
当
該
中
小
企
業
等
投
資
事
業
有
限
責
任
組

合
が
そ
の
株
式
を
保
有
す
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業

等
に
対
し
て
積
極
的
な
指
導
を
行
う
こ
と
が
確
実
で
あ
る
と
見
込

ま
れ
る
も
の
と
し
て
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る

こ
と
に
つ
い
て
、
平
成
十
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
経
済
産
業
大

臣
の
確
認
を
受
け
た
も
の
を
い
う
。 

６
〜
１
０ 

（
略
） 

  

（
基
本
方
針
） 

第
三
条 

主
務
大
臣
は
、
新
た
な
事
業
の
創
出
を
促
進
す
る
た
め
、
個

人
に
よ
る
創
業
及
び
新
た
に
企
業
を
設
立
し
て
行
う
事
業
の
開
始
、

新
事
業
分
野
開
拓
の
促
進
、
中
小
企
業
者
の
新
技
術
を
利
用
し
た
事

業
活
動
に
対
す
る
支
援
並
び
に
技
術
、
人
材
そ
の
他
の
地
域
に
存
在

す
る
産
業
資
源
（
以
下
「
地
域
産
業
資
源
」
と
い
う
。）
を
活
用
し

た
事
業
環
境
の
整
備
に
関
す
る
基
本
方
針
（
以
下
「
基
本
方
針
」
と

い
う
。）
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

基
本
方
針
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も

の
と
す
る
。 

一 

（
略
） 

一
の
二 

新
事
業
分
野
開
拓
の
促
進
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項 

イ 

新
事
業
分
野
開
拓
に
よ
る
新
た
な
事
業
の
創
出
の
意
義
及

び
必
要
性
に
関
す
る
事
項 

ロ 

新
事
業
分
野
開
拓
の
内
容
に
関
す
る
事
項 

ハ 

そ
の
他
新
事
業
分
野
開
拓
の
促
進
に
関
し
配
慮
す
べ
き
事

項 

二
・
三 

（
略
） 

３ 

主
務
大
臣
は
、
基
本
方
針
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
関
係
行
政
機
関
の
長
に
協
議
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

主
務
大
臣
は
、
基
本
方
針
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
た
と
き

は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

第
二
章 

（
略
） 

 

第
二
章
の
二 

新
事
業
分
野
開
拓
の
促
進 

  

（
実
施
計
画
の
認
定
） 

第
十
一
条
の
二 

新
事
業
分
野
開
拓
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
者
（
新
事

業
分
野
開
拓
を
実
施
す
る
法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
者
を
含

む
。）
は
、
当
該
新
事
業
分
野
開
拓
の
実
施
に
関
す
る
計
画
（
以
下

「
実
施
計
画
」
と
い
う
。）
を
作
成
し
、
主
務
省
令
で
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
こ
れ
を
平
成
十
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
主
務
大
臣

に
提
出
し
て
、
そ
の
実
施
計
画
が
適
当
で
あ
る
旨
の
認
定
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

実
施
計
画
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

一 

新
事
業
分
野
開
拓
の
目
標 

二 

新
事
業
分
野
開
拓
の
内
容 

三 

新
事
業
分
野
開
拓
の
実
施
時
期 

四 

新
事
業
分
野
開
拓
の
実
施
方
法
並
び
に
実
施
に
必
要
な
資
金

の
額
及
び
そ
の
調
達
方
法 

３ 

新
事
業
分
野
開
拓
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
者
で
あ
っ
て
株
式
会

社
で
あ
る
も
の
（
そ
の
株
式
の
一
部
を
特
定
投
資
事
業
組
合
が
保
有

し
て
い
る
も
の
に
限
る
。
以
下
「
特
定
会
社
」
と
い
う
。）
は
、
前

項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
代
え
て
、
当
該
特
定
投
資
事
業
組
合
が

保
有
す
る
当
該
特
定
会
社
の
株
式
の
数
そ
の
他
当
該
特
定
投
資
事

業
組
合
と
当
該
特
定
会
社
と
の
関
係
に
関
す
る
事
項
で
あ
っ
て
主

務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
実
施
計
画
に
記
載
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

４ 

実
施
計
画
に
は
、
次
に
掲
げ
る
計
画
を
含
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

一 

新
事
業
分
野
開
拓
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
者
の
取
締
役
及
び

従
業
員
以
外
の
者
で
あ
っ
て
、
そ
の
知
識
又
は
技
能
を
活
用
す
る

こ
と
が
新
事
業
分
野
開
拓
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
者
の
事
業
の

成
長
発
展
を
図
る
た
め
に
特
に
必
要
な
も
の
と
し
て
主
務
省
令

で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
者（
以
下「
特
定
支
援
者
」と
い
う
。）

の
有
効
な
活
用
に
関
す
る
計
画 

二 

新
事
業
分
野
開
拓
の
た
め
の
事
業
に
必
要
な
資
産
の
譲
受
け

に
関
す
る
計
画 

５ 

主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
認
定
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、

そ
の
実
施
計
画
が
第
一
号
及
び
第
二
号
（
当
該
実
施
計
画
に
第
三
項

に
規
定
す
る
事
項
が
記
載
さ
れ
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
第
一
号

及
び
第
三
号
）
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の

認
定
を
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

第
二
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
が
基
本
方

針
に
照
ら
し
て
適
切
な
も
の
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
新
事
業
分
野

開
拓
に
係
る
商
品
又
は
役
務
が
事
業
活
動
に
係
る
技
術
の
高
度

化
若
し
く
は
経
営
の
能
率
の
向
上
又
は
国
民
生
活
の
利
便
の
増

進
に
寄
与
す
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
。 

二 

第
二
項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
が
新
事
業
分
野
開
拓
を
確
実

に
実
施
す
る
た
め
に
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ
と
。 



 

 

三 

第
三
項
に
規
定
す
る
事
項
が
特
定
投
資
事
業
組
合
に
よ
る
特

定
会
社
の
事
業
活
動
に
対
す
る
効
果
的
な
指
導
が
確
実
に
行
わ

れ
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
も
の
と
し
て
主
務

省
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。 

  

（
実
施
計
画
の
変
更
等
） 

第
十
一
条
の
三 

前
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
者
（
そ
の
者
の
設
立

に
係
る
同
項
の
法
人
を
含
む
。）
は
、
当
該
認
定
に
係
る
実
施
計
画

を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
主
務
大
臣
の
認
定
を
受
け
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

２ 

主
務
大
臣
は
、
前
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
実
施
計
画
（
前
項

の
規
定
に
よ
る
変
更
の
認
定
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
変
更
後
の
も

の
。
以
下
「
認
定
計
画
」
と
い
う
。）
に
係
る
新
事
業
分
野
開
拓
を

実
施
す
る
者
（
以
下
「
認
定
事
業
者
」
と
い
う
。）
が
当
該
認
定
計

画
に
従
っ
て
新
事
業
分
野
開
拓
の
た
め
の
事
業
を
実
施
し
て
い
な

い
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
認
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

前
条
第
五
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
認
定
に
準
用
す
る
。 

  

（
議
決
権
の
な
い
株
式
の
発
行
の
特
例
） 

第
十
一
条
の
四 

認
定
事
業
者
で
あ
っ
て
株
式
会
社
で
あ
る
も
の
（
以

下
「
認
定
会
社
」
と
い
う
。）
が
、
商
法
第
二
百
四
十
二
条
第
一
項

に
規
定
す
る
議
決
権
の
な
い
株
式
を
発
行
す
る
場
合
に
お
け
る
同

条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
二
項

中
「
次
ノ
」
と
あ
る
の
は
「
日
ノ
属
ス
ル
営
業
年
度
ノ
終
了
ノ
日
ヨ

リ
二
年
ヲ
経
過
シ
タ
ル
後
招
集
ス
ル
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
三
分

ノ
一
」
と
あ
る
の
は
「
二
分
ノ
一
」
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

新
株
発
行
に
よ
る
変
更
の
登
記
の
申
請
書
に
は
、
認
定
事
業
者
で
あ

る
旨
を
証
す
る
主
務
大
臣
の
書
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
認
定
会
社
が
、
証
券
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年

法
律
第
二
十
五
号
）
第
二
条
第
十
四
項
に
規
定
す
る
証
券
取
引
所
に

上
場
さ
れ
て
い
る
株
券
又
は
同
法
第
七
十
五
条
第
一
項
の
店
頭
売

買
有
価
証
券
登
録
原
簿
に
登
録
さ
れ
て
い
る
株
券
の
発
行
者
で
あ

る
会
社
で
な
い
場
合
に
限
り
、
適
用
す
る
。 

  

（
新
株
の
引
受
権
の
付
与
の
特
例
） 

第
十
一
条
の
五 

認
定
会
社
が
認
定
計
画
に
従
っ
て
新
事
業
分
野
開

拓
を
実
施
す
る
場
合
（
次
項
に
規
定
す
る
場
合
を
除
く
。）
に
お
い

て
、
取
締
役
又
は
使
用
人
で
あ
る
者
に
対
し
商
法
第
二
百
十
条
ノ
二

第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
契
約
に
基
づ
き
譲
渡
す
る
た
め
に
自

己
の
株
式
を
買
い
受
け
る
場
合
及
び
同
法
第
二
百
八
十
条
ノ
十
九

第
一
項
に
規
定
す
る
新
株
の
引
受
権
を
与
え
る
場
合
に
お
け
る
同

法
第
二
百
十
条
ノ
二
第
四
項
及
び
第
二
百
八
十
条
ノ
十
九
第
三
項

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
法
第
二
百
十
条
ノ
二
第
四
項
及
び

第
二
百
八
十
条
ノ
十
九
第
三
項
中
「
十
分
ノ
一
」
と
あ
る
の
は
、「
三

分
ノ
一
」
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
新
株
の
引
受
権
の
行
使

に
よ
り
発
行
す
べ
き
株
式
の
登
記
の
申
請
書
に
は
、
認
定
事
業
者
で

あ
る
旨
を
証
す
る
主
務
大
臣
の
書
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

２ 

認
定
会
社
が
認
定
計
画
に
従
っ
て
当
該
認
定
計
画
に
記
載
さ
れ

た
特
定
支
援
者
（
以
下
「
認
定
支
援
者
」
と
い
う
。）
を
有
効
に
活

用
し
つ
つ
新
事
業
分
野
開
拓
を
実
施
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
認

定
会
社
に
対
す
る
商
法
第
百
七
十
五
条
第
二
項
、
第
百
八
十
八
条
第

二
項
、
第
二
百
十
条
ノ
二
第
四
項
、
第
二
百
八
十
条
ノ
六
及
び
第
二

百
八
十
条
ノ
十
九
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
は
、
同
法
第
百
七
十
五
条
第
二
項
第
四
号
ノ
三
中
「
取
締
役
又

ハ
使
用
人
」
と
あ
る
の
は
「
取
締
役
、
使
用
人
又
ハ
新
事
業
創
出
促

進
法
第
十
一
条
の
五
第
二
項
ニ
定
ム
ル
認
定
支
援
者
」
と
、
第
百
八

十
八
条
第
二
項
第
三
号
中
「
第
百
七
十
五
条
第
二
項
第
三
号
乃
至
第

六
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
百
七
十
五
条
第
二
項
第
三
号
乃
至
第
六
号

（
第
四
号
ノ
三
ヲ
除
ク
）」
と
、「
第
十
二
号
ニ
掲
グ
ル
事
項
」
と
あ

る
の
は
「
第
十
二
号
ニ
掲
グ
ル
事
項
並
ニ
新
事
業
創
出
促
進
法
第
十

一
条
の
五
第
二
項
ノ
規
定
ニ
依
リ
読
替
テ
適
用
ス
ル
第
百
七
十
五

条
第
二
項
第
四
号
ノ
三
ニ
掲
グ
ル
事
項
」
と
、
同
法
第
二
百
十
条
ノ

二
第
四
項
中
「
第
二
百
八
十
条
ノ
十
九
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
新

事
業
創
出
促
進
法
第
十
一
条
の
五
第
二
項
ノ
規
定
ニ
依
リ
読
替
テ

適
用
ス
ル
第
二
百
八
十
条
ノ
十
九
第
二
項
」
と
、「
十
分
ノ
一
」
と

あ
る
の
は
「
三
分
ノ
一
」
と
、
同
法
第
二
百
八
十
条
ノ
六
第
五
号
中

「
第
百
七
十
五
条
第
二
項
第
四
号
乃
至
第
六
号
」
と
あ
る
の
は
「
第

百
七
十
五
条
第
二
項
第
四
号
乃
至
第
六
号
（
第
四
号
ノ
三
ヲ
除
ク
）」

と
、「
第
十
二
号
ニ
掲
グ
ル
事
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
十
二
号
ニ
掲

グ
ル
事
項
並
ニ
新
事
業
創
出
促
進
法
第
十
一
条
の
五
第
二
項
ノ
規

定
ニ
依
リ
読
替
テ
適
用
ス
ル
第
百
七
十
五
条
第
二
項
第
四
号
ノ
三

ニ
掲
グ
ル
事
項
」
と
、
同
法
第
二
百
八
十
条
ノ
十
九
第
一
項
及
び
第

二
項
中
「
取
締
役
又
ハ
使
用
人
」
と
あ
る
の
は
「
取
締
役
、
使
用
人

又
ハ
新
事
業
創
出
促
進
法
第
十
一
条
の
五
第
二
項
ニ
定
ム
ル
認
定

支
援
者
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
十
分
ノ
一
」
と
あ
る
の
は
「
三
分

ノ
一
」
と
す
る
。 

３ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
商
法
第
百
八
十
八

条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
（
取
締
役
、
使
用
人
又
は
認
定
支

援
者
に
新
株
の
引
受
権
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
旨
の
規
定
に
係

る
部
分
に
限
る
。）
に
つ
い
て
の
設
立
又
は
変
更
の
登
記
の
申
請
書

に
は
、
認
定
事
業
者
で
あ
る
旨
及
び
認
定
計
画
の
内
容
を
証
す
る
主

務
大
臣
の
書
面
を
、
新
株
の
引
受
権
の
行
使
に
よ
り
発
行
す
べ
き
株

式
の
登
記
の
申
請
書
に
は
、
認
定
事
業
者
で
あ
る
旨
を
証
す
る
主
務

大
臣
の
書
面
を
そ
れ
ぞ
れ
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

前
三
項
の
規
定
は
、
認
定
会
社
が
、
証
券
取
引
法
第
二
条
第
十
四

項
に
規
定
す
る
証
券
取
引
所
に
上
場
さ
れ
て
い
る
株
券
又
は
同
法

第
七
十
五
条
第
一
項
の
店
頭
売
買
有
価
証
券
登
録
原
簿
に
登
録
さ

れ
て
い
る
株
券
の
発
行
者
で
あ
る
会
社
で
な
い
場
合
で
あ
っ
て
、
商

法
第
二
百
十
条
ノ
二
第
二
項
又
は
第
二
百
八
十
条
ノ
十
九
第
二
項

の
決
議
を
す
る
と
き
に
限
り
、
適
用
す
る
。 

  

（
事
後
設
立
に
お
け
る
検
査
役
調
査
に
関
す
る
特
例
） 

第
十
一
条
の
六 

認
定
会
社
が
認
定
計
画
（
第
十
一
条
の
二
第
五
項
第

一
号
及
び
第
三
号
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
認
定
を
受
け
た
も
の

に
限
る
。）
に
従
っ
て
商
法
第
二
百
四
十
六
条
第
一
項
の
契
約
を
し
、

営
業
の
た
め
に
継
続
し
て
使
用
す
る
財
産
を
譲
り
受
け
る
場
合
に

お
い
て
、
当
該
認
定
会
社
の
取
締
役
は
、
当
該
契
約
が
相
当
で
あ
る

こ
と
の
証
明
を
受
け
る
た
め
、
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
（
公
認
会
計

士
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
号
）
第
十
六
条
の
二
第
三
項
に

規
定
す
る
外
国
公
認
会
計
士
を
含
む
。）
又
は
監
査
法
人
に
当
該
契

約
を
調
査
さ
せ
る
と
き
は
、
調
査
を
す
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
、
調

査
の
方
法
そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を

主
務
大
臣
に
提
出
し
て
、
当
該
調
査
を
実
施
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

旨
の
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該

認
定
を
受
け
て
実
施
し
た
調
査
の
結
果
と
し
て
当
該
契
約
が
相
当

で
あ
る
旨
の
証
明
が
な
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
認
定
会
社
の

取
締
役
に
は
商
法
第
二
百
四
十
六
条
第
二
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な



 

 

い
。 

２ 
前
項
前
段
の
主
務
大
臣
の
認
定
を
受
け
た
認
定
会
社
の
取
締
役

は
、
主
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
認
定
に
係
る
調
査

に
よ
る
証
明
を
受
け
た
こ
と
を
当
該
主
務
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
主
務
大
臣
は
、
当
該
認

定
に
係
る
調
査
に
よ
る
証
明
を
不
当
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
報
告

を
受
け
て
か
ら
二
週
間
以
内
に
限
り
、
当
該
認
定
を
取
り
消
す
こ
と

が
で
き
る
。 

３ 

第
一
項
前
段
の
主
務
大
臣
の
認
定
に
係
る
調
査
に
よ
る
証
明
を

受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
認
定
会
社
の
取
締
役
は
、
第
一
項
前
段
の

調
査
に
よ
る
証
明
を
受
け
た
こ
と
を
証
す
る
書
面
及
び
第
二
項
の

規
定
に
よ
る
取
消
し
を
受
け
て
い
な
い
こ
と
を
証
す
る
当
該
主
務

大
臣
の
書
面
を
商
法
第
二
百
四
十
六
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す

る
同
法
第
二
百
四
十
五
条
第
一
項
の
決
議
を
す
べ
き
株
主
総
会
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

認
定
会
社
の
取
締
役
及
び
監
査
役
は
前
項
に
掲
げ
る
書
面
を
調

査
し
、
前
項
の
株
主
総
会
に
そ
の
意
見
を
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

５ 

第
一
項
前
段
の
主
務
大
臣
の
認
定
に
係
る
調
査
に
よ
る
証
明
を

行
っ
た
者
が
認
定
会
社
又
は
第
三
者
に
対
し
て
損
害
賠
償
の
責
め

に
任
ず
べ
き
場
合
に
お
い
て
、
取
締
役
又
は
監
査
役
も
、
前
項
に
規

定
す
る
任
務
を
怠
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
責
め
に
任
ず
べ
き
と
き

は
、
そ
の
当
該
調
査
に
よ
る
証
明
を
行
っ
た
者
、
取
締
役
及
び
監
査

役
は
、
連
帯
債
務
者
と
す
る
。 

  

（
中
小
企
業
信
用
保
険
法
の
特
例
） 

第
十
一
条
の
七 

中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す

る
普
通
保
険
（
以
下
「
普
通
保
険
」
と
い
う
。）、
無
担
保
保
険
又
は

同
法
第
三
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
特
別
小
口
保
険
（
以
下
「
特

別
小
口
保
険
」
と
い
う
。）
の
保
険
関
係
で
あ
っ
て
、
新
事
業
分
野

開
拓
関
連
保
証
（
同
法
第
三
条
第
一
項
、
第
三
条
の
二
第
一
項
又
は

第
三
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
債
務
の
保
証
で
あ
っ
て
、
認
定
計

画
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
新
事
業
分
野
開
拓
の
た
め
の
事
業
に
必
要

な
資
金
に
係
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）
を
受
け
た
中
小
企
業

者
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
の
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
同
法
の
規

定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る

字
句
は
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。 

２ 

中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
三
条
の
七
第
一
項
に
規
定
す
る
新
事

業
開
拓
保
険
の
保
険
関
係
で
あ
っ
て
、
新
事
業
分
野
開
拓
関
連
保
証

を
受
け
た
中
小
企
業
者
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
の
同
項
及
び
同
条

第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
項
中
「
二
億
円
」

と
あ
る
の
は
「
三
億
円
（
新
事
業
創
出
促
進
法
第
十
一
条
の
三
第
二

項
に
規
定
す
る
認
定
計
画
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
新
事
業
分
野
開
拓

の
た
め
の
事
業
に
必
要
な
資
金
（
以
下
「
新
事
業
分
野
開
拓
事
業
資

金
」
と
い
う
。）
以
外
の
資
金
に
係
る
債
務
の
保
証
に
係
る
保
険
関

係
に
つ
い
て
は
、
二
億
円
）」
と
、「
四
億
円
」
と
あ
る
の
は
「
六
億

円
（
新
事
業
分
野
開
拓
事
業
資
金
以
外
の
資
金
に
係
る
債
務
の
保
証

に
係
る
保
険
関
係
に
つ
い
て
は
、
四
億
円
）」
と
、
同
条
第
二
項
中

「
二
億
円
」
と
あ
る
の
は
「
三
億
円
（
新
事
業
分
野
開
拓
事
業
資
金

以
外
の
資
金
に
係
る
債
務
の
保
証
に
係
る
保
険
関
係
に
つ
い
て
は
、

二
億
円
）」
と
す
る
。 

３ 

普
通
保
険
の
保
険
関
係
で
あ
っ
て
、
新
事
業
分
野
開
拓
関
連
保
証

に
係
る
も
の
に
つ
い
て
の
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
三
条
第
二
項

及
び
第
五
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
法
第
三
条
第
二
項
中

「
百
分
の
七
十
」
と
あ
り
、
及
び
同
法
第
五
条
中
「
百
分
の
七
十
（
無

担
保
保
険
、
特
別
小
口
保
険
、
公
害
防
止
保
険
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

保
険
、
海
外
投
資
関
係
保
険
、
新
事
業
開
拓
保
険
及
び
特
定
社
債
保

険
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
八
十
）」
と
あ
る
の
は
、「
百
分
の
八
十
」

と
す
る
。 

４ 

普
通
保
険
、
無
担
保
保
険
又
は
特
別
小
口
保
険
の
保
険
関
係
で
あ

っ
て
、
新
事
業
分
野
開
拓
関
連
保
証
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
の
保
険

料
の
額
は
、
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

保
険
金
額
に
年
百
分
の
二
以
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
率
を
乗

じ
て
得
た
額
と
す
る
。 

 

第
三
章
・
第
四
章 

（
略
） 

 

第
五
章 

産
業
基
盤
整
備
基
金
の
業
務
の
特
例 

  

（
産
業
基
盤
整
備
基
金
の
新
事
業
創
出
促
進
業
務
） 

第
三
十
二
条 

産
業
基
盤
整
備
基
金（
以
下
こ
の
章
に
お
い
て「
基
金
」

と
い
う
。）
は
、
民
間
事
業
者
の
能
力
の
活
用
に
よ
る
特
定
施
設
の

整
備
の
促
進
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
六
十
一
年
法
律
第
七
十

七
号
。
以
下
「
特
定
施
設
整
備
法
」
と
い
う
。）
第
四
十
条
第
一
項

に
規
定
す
る
業
務
の
ほ
か
、
新
た
な
事
業
の
創
出
を
促
進
す
る
た
め
、

次
に
掲
げ
る
業
務
を
行
う
。 

一 

創
業
者
（
第
二
条
第
二
項
第
六
号
に
掲
げ
る
会
社
に
あ
っ
て
は
、

特
定
会
社
が
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
さ
れ
る
産
業

活
力
再
生
特
別
措
置
法
第
三
条
第
一
項
の
認
定
（
同
法
第
四
条
第

一
項
に
規
定
す
る
変
更
の
認
定
を
含
む
。）
を
受
け
た
事
業
再
構

築
計
画
に
従
っ
て
設
立
し
た
も
の
に
限
る
。）
が
そ
の
事
業
に
必

要
な
資
金
及
び
認
定
事
業
者
が
認
定
計
画
（
第
十
一
条
の
二
第
五

項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
認
定
を
受
け

た
も
の
に
限
る
。）
に
従
っ
て
行
う
新
事
業
分
野
開
拓
の
た
め
の

事
業
に
必
要
な
資
金
を
調
達
す
る
た
め
に
発
行
す
る
社
債
及
び

当
該
資
金
の
借
入
れ
に
係
る
債
務
の
保
証
を
行
う
こ
と
。 

第
三
条
の

二
第
三
項

及
び
第
三

条
の
三
第

二
項 

第
三
条
の

二
第
一
項

及
び
第
三

条
の
三
第

一
項 

第
三
条
第

一
項 

当
該
債
務

者 当
該
保
証

を
し
た 

保
険
価
額

の
合
計
額

が 保
険
価
額

の
合
計
額

が 

新
事
業
分
野
開
拓
関
連
保
証
及

び
そ
の
他
の
保
証
ご
と
に
、
当
該

債
務
者 

新
事
業
分
野
開
拓
関
連
保
証
及

び
そ
の
他
の
保
証
ご
と
に
、
そ
れ

ぞ
れ
当
該
保
証
を
し
た 

新
事
業
分
野
開
拓
関
連
保
証
に

係
る
保
険
関
係
の
保
険
価
額
の

合
計
額
と
そ
の
他
の
保
険
関
係

の
保
険
価
額
の
合
計
額
と
が
そ

れ
ぞ
れ 

新
事
業
創
出
促
進
法
第
十
一
条

の
七
第
一
項
に
規
定
す
る
新
事

業
分
野
開
拓
関
連
保
証
（
以
下

「
新
事
業
分
野
開
拓
関
連
保
証
」

と
い
う
。）
に
係
る
保
険
関
係
の

保
険
価
額
の
合
計
額
と
そ
の
他

の
保
険
関
係
の
保
険
価
額
の
合

計
額
と
が
そ
れ
ぞ
れ 



 

 

二 

（
略
） 

三 
創
業
者
（
第
二
条
第
二
項
第
四
号
に
掲
げ
る
会
社
及
び
同
項
第

六
号
に
掲
げ
る
会
社
で
あ
っ
て
特
定
会
社
が
第
九
条
第
一
項
の

規
定
に
よ
り
適
用
さ
れ
る
産
業
活
力
再
生
特
別
措
置
法
第
三
条

第
一
項
の
認
定
（
同
法
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
変
更
の
認
定

を
含
む
。）
を
受
け
た
事
業
再
構
築
計
画
に
従
っ
て
設
立
し
た
も

の
に
限
る
。）
が
そ
の
事
業
に
必
要
な
資
金
、
認
定
事
業
者
が
認

定
計
画
（
第
十
一
条
の
二
第
五
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
適
合
す

る
も
の
と
し
て
認
定
を
受
け
た
も
の
に
限
る
。）
に
従
っ
て
行
う

新
事
業
分
野
開
拓
の
た
め
の
事
業
に
必
要
な
資
金
及
び
特
定
投

資
事
業
組
合
が
行
う
事
業
に
必
要
な
資
金
の
出
資
を
行
う
こ
と
。 

四
・
五 

（
略
） 

 

第
三
十
二
条
の
二
〜
第
三
十
五
条 

（
略
） 

 

第
六
章 

雑
則 

 

第
三
十
六
条
・
第
三
十
七
条 

（
略
） 

  

（
報
告
の
徴
収
） 

第
三
十
七
条
の
二 

主
務
大
臣
は
、
認
定
事
業
者
に
対
し
、
認
定
計
画

の
実
施
状
況
に
つ
い
て
報
告
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

  

（
主
務
大
臣
） 

第
三
十
八
条 

第
三
条
第
一
項
、
第
三
項
及
び
第
四
項
に
お
け
る
主
務

大
臣
は
、
基
本
方
針
の
う
ち
、
同
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項

に
つ
い
て
は
、
経
済
産
業
大
臣
、
総
務
大
臣
、
厚
生
労
働
大
臣
、
農

林
水
産
大
臣
、
国
土
交
通
大
臣
及
び
第
九
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替

え
て
適
用
さ
れ
る
産
業
活
力
再
生
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
第
一

項
の
政
令
で
定
め
る
大
臣
、
第
三
条
第
二
項
第
一
号
の
二
に
掲
げ
る

事
項
に
つ
い
て
は
、経
済
産
業
大
臣
、総
務
大
臣
、厚
生
労
働
大
臣
、

農
林
水
産
大
臣
及
び
国
土
交
通
大
臣
、
同
項
第
三
号
イ
に
掲
げ
る
事

項
に
つ
い
て
は
、
農
林
水
産
大
臣
、
経
済
産
業
大
臣
及
び
国
土
交
通

大
臣
、
同
号
ロ
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
労
働
者
の
知
識
及
び
技
能
の

向
上
を
図
る
支
援
事
業
を
行
う
新
事
業
支
援
機
関
に
係
る
部
分
に

つ
い
て
は
経
済
産
業
大
臣
及
び
厚
生
労
働
大
臣
、
同
号
ハ
に
掲
げ
る

事
項
に
つ
い
て
は
、
農
林
水
産
大
臣
、
経
済
産
業
大
臣
及
び
国
土
交

通
大
臣
と
し
、
そ
の
他
の
部
分
に
つ
い
て
は
経
済
産
業
大
臣
と
す
る
。 

２ 

第
十
一
条
の
二
か
ら
第
十
一
条
の
六
ま
で
及
び
前
条
に
お
け
る

主
務
大
臣
は
、
実
施
計
画
に
係
る
新
事
業
分
野
開
拓
の
た
め
の
事
業

を
所
管
す
る
大
臣
と
す
る
。 

３ 

（
略
） 

４ 

第
九
条
第
一
項
に
お
け
る
主
務
省
令
は
、
農
林
水
産
大
臣
、
経
済

産
業
大
臣
、
国
土
交
通
大
臣
又
は
同
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て

適
用
さ
れ
る
産
業
活
力
再
生
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
第
一
項
の

政
令
で
定
め
る
大
臣
で
あ
っ
て
、
当
該
業
種
を
所
管
す
る
大
臣
の
発

す
る
命
令
と
し
、
第
十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
三
項
、
第
四
項
第
一

号
及
び
第
五
項
第
三
号
並
び
に
第
十
一
条
の
六
第
一
項
及
び
第
二

項
に
お
け
る
主
務
省
令
は
、
第
二
項
に
規
定
す
る
主
務
大
臣
が
共
同

で
発
す
る
命
令
と
す
る
。 

 

第
七
章 

罰
則  

 

第
三
十
九
条 

第
三
十
七
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
又
は

虚
偽
の
報
告
を
し
た
者
は
、
三
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。 

２ 

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の

他
の
従
業
者
が
、
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
に
関
し
、
前
項
の
違
反

行
為
を
し
た
者
で
あ
る
と
き
は
、
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
法
人
又

は
人
に
対
し
て
同
項
の
刑
を
科
す
る
。 

 

附 

則
（
平
成
一
一
年
一
二
月
二
二
日
法
律
第
二
二
三
号
）
抄 

  

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
超
え
な
い

範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
（
平
成
一
二
年
三
月
二
日
）
か

ら
施
行
す
る
。 

  

（
見
直
し
） 

第
二
条 

政
府
は
、
平
成
十
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
、
こ
の

法
律
に
よ
る
改
正
後
の
新
事
業
創
出
促
進
法
（
以
下
「
改
正
後
の
新

事
業
創
出
促
進
法
」
と
い
う
。）
第
二
章
の
二
に
規
定
す
る
新
事
業

分
野
開
拓
の
促
進
に
関
す
る
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
施
行
の
状
況
に

つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
廃
止
を
含
め
て
見
直

し
を
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

第
三
〜
七
条 

（
略
） 

   

○
新
事
業
創
出
促
進
法
施
行
令
（
平
成
十
一
年
政
令
第
七
号
） 

 

第
一
〜
五
条 

（
略
） 

  

（
新
事
業
分
野
開
拓
関
連
保
証
に
係
る
保
険
料
率
） 

第
六
条 

法
第
十
一
条
の
七
第
四
項
の
政
令
で
定
め
る
率
は
、
保
証
を

し
た
借
入
れ
の
期
間
一
年
に
つ
き
、
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
三
条

第
一
項
に
規
定
す
る
普
通
保
険
（
第
九
条
に
お
い
て
「
普
通
保
険
」

と
い
う
。）
に
あ
っ
て
は
〇
・
四
一
パ
ー
セ
ン
ト
（
手
形
割
引
特
殊

保
証
及
び
当
座
貸
越
し
特
殊
保
証
の
場
合
は
、
〇
・
三
五
パ
ー
セ
ン

ト
）、
同
法
第
三
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
無
担
保
保
険
（
第
九

条
に
お
い
て
「
無
担
保
保
険
」
と
い
う
。）
に
あ
っ
て
は
〇
・
二
九

パ
ー
セ
ン
ト
（
手
形
割
引
特
殊
保
証
及
び
当
座
貸
越
し
特
殊
保
証
の

場
合
は
、
〇
・
二
五
パ
ー
セ
ン
ト
）、
同
法
第
三
条
の
三
第
一
項
に

規
定
す
る
特
別
小
口
保
険
（
第
九
条
に
お
い
て
「
特
別
小
口
保
険
」

と
い
う
。）
に
あ
っ
て
は
〇
・
一
九
パ
ー
セ
ン
ト
（
手
形
割
引
特
殊

保
証
及
び
当
座
貸
越
し
特
殊
保
証
の
場
合
は
、
〇
・
一
五
パ
ー
セ
ン

ト
）
と
す
る
。 

 

第
七
〜
十
四
条 

（
略
） 

 

附 

則 

（
平
成
一
二
年
三
月
一
日
政
令
第
五
四
号
） 

抄 
  

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
政
令
は
、
新
事
業
創
出
促
進
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
二
百
二
十
三
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十

二
年
三
月
二
日
）
か
ら
施
行
す
る
。 



 

 

○
新
事
業
分
野
開
拓
に
関
す
る
命
令 

（
平
成
十
二
年
総
理
府
、
厚
生
省
、
農
林
水
産
省
、
通
商
産
業
省
、
運

輸
省
、
郵
政
省
、
建
設
省
令
第
一
号
） 

 

目
次 第

一
章 

総
則
（
第
一
条
） 

第
二
章 

実
施
計
画
の
認
定
等
（
第
二
条
－
第
八
条
） 

第
三
章 

特
例
措
置
（
第
九
条
－
第
十
五
条
） 

第
四
章 

雑
則
（
第
十
六
条
） 

附
則 

 

第
一
章 

総
則 

  

（
用
語
） 

第
一
条 

こ
の
命
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
新
事
業
創
出
促
進

法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。）
及
び
新
事
業
創
出
促
進
法
施
行
令
（
平

成
十
一
年
政
令
第
七
号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。）
に
お
い
て
使
用

す
る
用
語
の
例
に
よ
る
。 

 

第
二
章 

実
施
計
画
の
認
定
等 

  

（
実
施
計
画
の
認
定
） 

第
二
条 

法
第
十
一
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
実
施
計
画
の
認

定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
一
に
よ
る
申
請
書
一
通
及
び

そ
の
写
し
一
通
を
、
主
務
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
（
新

事
業
分
野
開
拓
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
開
拓
者
」
と
い

う
。）
が
特
定
会
社
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
第
一
号
か
ら
第
五

号
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
）
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

当
該
開
拓
者
の
定
款
の
写
し
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
及
び

当
該
開
拓
者
が
登
記
し
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
登
記
に

係
る
登
記
簿
謄
本 

二 

当
該
開
拓
者
の
直
近
の
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
及
び
営
業

報
告
書
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の 

三 

当
該
開
拓
者
の
株
式
を
保
有
す
る
特
定
投
資
事
業
組
合
に
対

し
て
通
商
産
業
大
臣
が
交
付
し
た
確
認
書
の
写
し
及
び
当
該
特

定
投
資
事
業
組
合
が
作
成
し
た
現
に
法
第
二
条
第
五
項
に
規
定

す
る
特
定
投
資
事
業
組
合
に
該
当
す
る
旨
の
誓
約
書 

四 

当
該
開
拓
者
と
前
号
の
特
定
投
資
事
業
組
合
と
の
間
で
締
結

さ
れ
た
特
定
投
資
事
業
組
合
に
よ
る
開
拓
者
の
発
行
す
る
株
式

の
取
得
に
関
す
る
契
約
書
の
写
し 

五 

当
該
開
拓
者
が
第
五
条
第
三
号
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当
す

る
旨
を
証
す
る
書
面 

３ 

第
一
項
の
申
請
に
係
る
実
施
計
画
の
実
施
期
間
は
、
五
年
を
超
え

な
い
期
間
と
す
る
。
た
だ
し
、
主
務
大
臣
が
や
む
を
得
な
い
事
情
が

あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
七
年
を
越
え
な
い
期
間
と
す
る
こ
と
が

で
き
る
。 

４ 

開
拓
者
（
法
人
に
限
る
。）
が
そ
の
設
立
の
日
以
後
十
年
を
超
え

て
実
施
計
画
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
場
合
又
は
中
小
企
業
者
に
該

当
し
な
い
場
合
（
認
定
を
受
け
た
後
に
中
小
企
業
者
に
該
当
し
な
く

な
っ
た
場
合
を
含
む
。）
に
お
け
る
当
該
開
拓
者
に
係
る
実
施
計
画

の
実
施
期
間
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
開
拓
者
が
証

券
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
）
第
二
条
第
十
一
項

に
規
定
す
る
証
券
取
引
所
に
上
場
さ
れ
て
い
る
株
券
又
は
同
法
第

七
十
五
条
第
一
項
の
店
頭
売
買
有
価
証
券
登
録
原
簿
に
登
録
さ
れ

て
い
る
株
券
の
発
行
者
で
あ
る
会
社
と
な
る
ま
で
の
期
間
又
は
五

年
（
主
務
大
臣
が
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、

七
年
）
の
い
ず
れ
か
短
い
期
間
と
す
る
。 

５ 

主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お

い
て
、
法
第
十
一
条
の
二
第
一
項
の
認
定
を
す
る
と
き
は
、
当
該
提

出
を
受
け
た
日
か
ら
、
原
則
と
し
て
二
月
以
内
に
、
当
該
認
定
に
係

る
申
請
書
に
次
の
よ
う
に
記
載
し
、
か
つ
、
記
名
押
印
し
、
こ
れ
を

認
定
書
と
し
て
申
請
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

「
新
事
業
創
出
促
進
法
第
１
１
条
の
２
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き

認
定
す
る
。」 

６ 

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
認
定
を
し
な
い
と
き
は
、
様
式
第
二
に
よ

る
不
認
定
通
知
書
を
当
該
申
請
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

  

（
特
定
投
資
事
業
組
合
と
特
定
会
社
と
の
関
係
に
関
す
る
事
項
） 

第
三
条 

法
第
十
一
条
の
二
第
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、

次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

当
該
特
定
投
資
事
業
組
合
が
保
有
し
て
い
る
当
該
特
定
会
社

の
株
式
の
取
得
価
額 

二 

当
該
特
定
投
資
事
業
組
合
の
無
限
責
任
組
合
員
（
当
該
無
限
責

任
組
合
員
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
法
人
の
役
員

又
は
使
用
人
）
若
し
く
は
当
該
特
定
投
資
事
業
組
合
の
委
任
を
受

け
た
者
が
当
該
特
定
会
社
の
取
締
役
、
顧
問
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準

ず
る
者
に
就
任
す
る
こ
と
又
は
無
限
責
任
組
合
員
が
当
該
特
定

会
社
の
取
締
役
会
に
お
い
て
意
見
を
述
べ
る
権
利
を
有
す
る
こ

と
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
こ
と
に
よ
り
当
該
特
定
会
社
に
対
し

て
積
極
的
な
指
導
を
行
う
場
合
に
お
け
る
当
該
積
極
的
な
指
導

を
行
う
者
の
氏
名 

三 

当
該
特
定
会
社
と
当
該
特
定
投
資
事
業
組
合
の
無
限
責
任
組

合
員
が
第
五
条
第
三
号
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当
す
る
旨
を
証

す
る
事
項 

  

（
事
業
の
成
長
発
展
を
図
る
た
め
に
特
に
必
要
な
要
件
） 

第
四
条 

法
第
十
一
条
の
二
第
四
項
第
一
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る

要
件
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

当
該
開
拓
者
の
取
締
役
及
び
従
業
員
以
外
の
者
が
、
当
該
開
拓

者
の
事
業
の
成
長
発
展
を
図
る
た
め
に
必
要
と
な
る
知
識
又
は

技
能
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
。 

二 

当
該
開
拓
者
の
取
締
役
及
び
従
業
員
以
外
の
者
に
対
し
て
与

え
ら
れ
る
新
株
の
引
受
権
の
行
使
に
つ
い
て
、
適
切
な
条
件
が
付

さ
れ
て
い
る
こ
と
。 

  

（
特
定
会
社
の
事
業
活
動
に
対
す
る
指
導
に
関
す
る
要
件
） 

第
五
条 

法
第
十
一
条
の
二
第
五
項
第
三
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る

要
件
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

特
定
投
資
事
業
組
合
の
保
有
す
る
株
式
の
数
が
当
該
特
定
会

社
の
発
行
済
株
式
の
総
数
の
百
分
の
二
十
（
当
該
特
定
会
社
の
発

行
済
株
式
の
総
数
の
百
分
の
二
十
以
上
の
数
の
株
式
を
保
有
す

る
特
定
投
資
事
業
組
合
が
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
特
定
会

社
の
発
行
済
株
式
の
総
数
の
百
分
の
十
五
以
上
の
数
の
株
式
を

保
有
す
る
特
定
投
資
事
業
組
合
の
保
有
す
る
株
式
の
数
と
そ
の

意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
に
同
意
し
て

い
る
者
が
保
有
す
る
株
式
の
数
と
の
合
計
数
が
、
当
該
特
定
会
社



 

 

の
発
行
済
株
式
の
総
数
の
百
分
の
二
十
）
以
上
の
株
式
を
保
有
し

て
い
る
こ
と
又
は
特
定
投
資
事
業
組
合
の
保
有
す
る
当
該
特
定

会
社
の
株
式
の
取
得
価
額
の
合
計
額
が
一
億
円
を
超
え
る
こ
と
。 

二 

特
定
投
資
事
業
組
合
の
無
限
責
任
組
合
員
（
当
該
無
限
責
任
組

合
員
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
法
人
の
役
員
又
は

使
用
人
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）
若
し
く
は
特
定
投
資

事
業
組
合
の
委
任
を
受
け
た
者
が
当
該
特
定
会
社
の
取
締
役
、
顧

問
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
者
に
就
任
す
る
こ
と
又
は
無
限
責

任
組
合
員
が
当
該
特
定
会
社
の
取
締
役
会
に
お
い
て
意
見
を
述

べ
る
権
利
を
有
す
る
こ
と
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
こ
と
に
よ
り

当
該
特
定
会
社
に
対
し
て
積
極
的
な
指
導
を
行
っ
て
い
る
こ
と
。

た
だ
し
、
特
定
投
資
事
業
組
合
の
保
有
し
て
い
る
株
式
の
数
が
当

該
特
定
会
社
の
発
行
済
株
式
の
総
数
の
百
分
の
二
十
未
満
で
あ

る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
特
定
投
資
事
業
組
合
の
無
限
責
任
組
合
員

又
は
特
定
投
資
事
業
組
合
の
委
任
を
受
け
た
者
が
当
該
特
定
会

社
の
取
締
役
に
就
任
し
て
い
る
こ
と
。 

三 

特
定
投
資
事
業
組
合
が
特
定
会
社
の
株
式
を
取
得
す
る
前
に
、

当
該
特
定
会
社
が
当
該
特
定
投
資
事
業
組
合
の
無
限
責
任
組
合

員
の
子
会
社
（
新
事
業
創
出
促
進
法
施
行
規
則
（
平
成
十
一
年
通

商
産
業
省
令
第
六
号
）
第
二
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
子
法
人

の
う
ち
、
株
式
会
社
で
あ
る
も
の
を
い
う
。）
及
び
被
支
配
会
社

（
同
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
被
支
配
法
人
の
う
ち
、
株
式

会
社
で
あ
る
も
の
を
い
う
。）
で
な
い
こ
と
。 

２ 

法
第
十
一
条
の
三
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
一
条
の

二
第
五
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
前
項
第
二
号
（
同
号
中

「
特
定
会
社
」
と
あ
る
の
は
「
認
定
会
社
」
と
、「
特
定
投
資
事
業

組
合
の
保
有
し
て
い
る
」
と
あ
る
の
は
「
実
施
計
画
の
認
定
を
受
け

た
と
き
に
特
定
投
資
事
業
組
合
の
保
有
し
て
い
た
」
と
、「
百
分
の

二
十
未
満
で
あ
る
場
合
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
二
十
未
満
で
あ
る

場
合
（
現
に
百
分
の
二
十
以
上
保
有
し
て
い
る
場
合
を
除
く
。）」
と

す
る
。）
に
掲
げ
る
も
の
及
び
特
定
投
資
事
業
組
合
の
保
有
す
る
認

定
会
社
の
株
式
の
数
（
当
該
特
定
投
資
事
業
組
合
の
意
思
と
同
一
の

内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
に
同
意
し
て
い
る
者
が
保
有
す

る
株
式
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
数
と
合
わ
せ
た
数
）
が
実

施
計
画
の
認
定
を
受
け
た
時
よ
り
減
少
し
て
い
な
い
こ
と
と
す
る
。 

 

 

（
無
限
責
任
組
合
員
が
組
合
等
で
あ
る
場
合
の
認
定
要
件
の
特
例
） 

第
六
条 

特
定
投
資
事
業
組
合
の
無
限
責
任
組
合
員
が
民
法
（
明
治
二

十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
六
百
六
十
七
条
に
規
定
す
る
組
合
契

約
に
よ
っ
て
成
立
す
る
組
合
又
は
外
国
に
所
在
す
る
組
合
に
類
似

す
る
団
体
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
組
合
又
は
団
体
の
業
務

執
行
者
若
し
く
は
こ
れ
に
準
ず
る
者
を
当
該
特
定
投
資
事
業
組
合

の
無
限
責
任
組
合
員
と
み
な
し
て
、
第
三
条
及
び
前
条
の
規
定
を
適

用
す
る
。 

  

（
認
定
計
画
の
変
更
に
係
る
認
定
の
申
請
及
び
認
定
） 

第
七
条 

認
定
計
画
の
趣
旨
の
変
更
を
伴
わ
な
い
軽
微
な
変
更
は
、
法

第
十
一
条
の
三
第
一
項
の
変
更
の
認
定
を
要
し
な
い
も
の
と
す
る
。 

２ 

法
第
十
一
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
認
定
を
受
け

よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
三
に
よ
る
申
請
書
一
通
及
び
そ
の
写
し

一
通
を
、
主
務
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
認
定
計
画
の
写
し
を
添
付
す
る
も
の
と
す

る
。 

４ 

主
務
大
臣
は
、
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お

い
て
、
法
第
十
一
条
の
三
第
一
項
の
認
定
を
す
る
と
き
は
、
当
該
提

出
を
受
け
た
日
か
ら
、
原
則
と
し
て
一
月
以
内
に
、
当
該
変
更
の
認

定
に
係
る
申
請
書
に
次
の
よ
う
に
記
載
し
、
か
つ
、
記
名
押
印
し
、

こ
れ
を
認
定
書
と
し
て
当
該
申
請
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

「
新
事
業
創
出
促
進
法
第
１
１
条
の
３
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き

認
定
す
る
。」 

５ 

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
認
定
を
し
な
い
と
き
は
、
様
式
第
四
に
よ

る
不
認
定
通
知
書
を
当
該
申
請
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

  

（
認
定
計
画
の
認
定
の
取
消
し
） 

第
八
条 

主
務
大
臣
は
、
法
第
十
一
条
の
三
第
二
項
に
規
定
す
る
場
合

の
ほ
か
、
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の
申
請
又
は
前
条
第

二
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
認
定
の
申
請
が
虚
偽
の
記
載
が
あ
る

申
請
書
に
よ
り
行
わ
れ
た
こ
と
又
は
故
意
若
し
く
は
重
大
な
過
失

に
よ
り
認
定
計
画
に
記
載
さ
れ
て
い
る
新
事
業
分
野
開
拓
の
目
標

の
達
成
が
遅
延
し
て
い
る
こ
と
が
判
明
し
た
と
き
は
、
法
第
十
一
条

の
二
第
一
項
の
認
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
を
取
り
消
す
と
き
は
、

様
式
第
五
に
よ
る
認
定
取
消
通
知
書
を
当
該
認
定
を
受
け
て
い
る

事
業
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

第
三
章 

特
例
措
置 

  

（
議
決
権
の
な
い
株
式
の
発
行
の
特
例
に
係
る
主
務
大
臣
の
証
明
） 

第
九
条 

法
第
十
一
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
証
明
を
受
け
よ

う
と
す
る
認
定
会
社
は
、
様
式
第
六
に
よ
る
申
請
書
一
通
を
、
主
務

大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す

る
。 

一 

当
該
認
定
会
社
の
認
定
計
画
の
写
し 

二 

当
該
認
定
会
社
の
定
款
の
写
し 

三 

議
決
権
の
な
い
株
式
の
発
行
に
係
る
株
式
申
込
証
の
写
し
又

は
こ
れ
に
準
ず
る
書
面 

３ 

主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お

い
て
、
法
第
十
一
条
の
四
第
一
項
の
証
明
を
す
る
と
き
は
、
当
該
証

明
に
係
る
申
請
書
に
次
の
よ
う
に
記
載
し
、
か
つ
、
記
名
押
印
し
、

こ
れ
を
証
明
書
と
し
て
当
該
認
定
会
社
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

「
新
事
業
創
出
促
進
法
第
１
１
条
の
４
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

認
定
事
業
者
で
あ
っ
て
同
条
第
２
項
に
規
定
す
る
会
社
で
あ
る

旨
を
証
明
す
る
。」 

４ 

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
証
明
を
し
な
い
と
き
は
、
証
明
で
き
な
い

理
由
を
付
し
て
、
そ
の
旨
を
当
該
認
定
会
社
に
通
知
す
る
も
の
と
す

る
。 

  

（
認
定
支
援
者
を
活
用
し
な
い
場
合
の
新
株
の
引
受
権
の
付
与
の
特

例
に
係
る
主
務
大
臣
の
証
明
） 

第
十
条 

法
第
十
一
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
証
明
を
受
け
よ

う
と
す
る
認
定
会
社
は
、
様
式
第
七
に
よ
る
申
請
書
一
通
を
、
主
務

大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す

る
。 

一 

当
該
認
定
会
社
の
認
定
計
画
の
写
し 

二 

当
該
認
定
会
社
の
定
款
の
写
し 

三 

新
株
の
引
受
権
の
付
与
の
決
議
を
行
う
株
主
総
会
の
招
集
通



 

 

知
の
写
し
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
書
面 

３ 
主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お

い
て
、
法
第
十
一
条
の
五
第
一
項
の
証
明
を
す
る
と
き
は
、
当
該
証

明
に
係
る
申
請
書
に
次
の
よ
う
に
記
載
し
、
か
つ
、
記
名
押
印
し
、

こ
れ
を
証
明
書
と
し
て
当
該
認
定
会
社
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

「
新
事
業
創
出
促
進
法
第
１
１
条
の
５
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

認
定
事
業
者
で
あ
っ
て
同
条
第
４
項
に
規
定
す
る
会
社
で
な
い

旨
を
証
明
す
る
。」 

４ 

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
証
明
を
し
な
い
と
き
は
、
証
明
で
き
な
い

理
由
を
付
し
て
、
そ
の
旨
を
当
該
認
定
会
社
に
通
知
す
る
も
の
と
す

る
。 

  

（
認
定
支
援
者
を
活
用
す
る
場
合
の
新
株
の
引
受
権
の
付
与
の
特
例

に
係
る
主
務
大
臣
の
証
明
） 

第
十
一
条 

法
第
十
一
条
の
五
第
三
項
に
規
定
す
る
設
立
又
は
変
更

の
登
記
の
申
請
書
に
主
務
大
臣
の
書
面
を
添
付
す
る
た
め
、
認
定
事

業
者
で
あ
る
旨
及
び
認
定
計
画
の
内
容
の
証
明
を
受
け
よ
う
と
す

る
認
定
会
社
は
、
様
式
第
八
に
よ
る
申
請
書
一
通
を
、
主
務
大
臣
に

提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す

る
。 

一 

当
該
認
定
会
社
の
認
定
計
画
の
写
し 

二 

当
該
認
定
会
社
の
定
款
の
写
し 

３ 

主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お

い
て
、
法
第
十
一
条
の
五
第
三
項
の
証
明
を
す
る
と
き
は
、
当
該
証

明
に
係
る
申
請
書
に
次
の
よ
う
に
記
載
し
、
か
つ
、
記
名
押
印
し
、

こ
れ
を
証
明
書
と
し
て
当
該
認
定
会
社
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

「
新
事
業
創
出
促
進
法
第
１
１
条
の
５
第
３
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

認
定
事
業
者
で
あ
る
旨
、
認
定
計
画
の
内
容
が
申
請
書
に
記
載
さ

れ
た
と
お
り
で
あ
る
こ
と
及
び
同
条
第
４
項
に
規
定
す
る
会
社

で
あ
る
旨
を
証
明
す
る
。」 

４ 

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
証
明
を
し
な
い
と
き
は
、
証
明
で
き
な
い

理
由
を
付
し
て
、
そ
の
旨
を
当
該
認
定
会
社
に
通
知
す
る
も
の
と
す

る
。 

 

第
十
二
条 

法
第
十
一
条
の
五
第
三
項
に
規
定
す
る
新
株
の
引
受
権

の
行
使
に
よ
り
発
行
す
べ
き
株
式
の
登
記
の
申
請
書
に
主
務
大
臣

の
書
面
を
添
付
す
る
た
め
、
認
定
事
業
者
で
あ
る
旨
の
証
明
を
受
け

よ
う
と
す
る
認
定
会
社
は
、
様
式
第
九
に
よ
る
申
請
書
一
通
を
、
主

務
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す

る
。 

一 

当
該
認
定
会
社
の
認
定
計
画
の
写
し 

二 

当
該
認
定
会
社
の
定
款
の
写
し 

三 

新
株
の
引
受
権
の
付
与
の
決
議
を
行
う
株
主
総
会
の
招
集
通

知
の
写
し
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の 

３ 

主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お

い
て
、
法
第
十
一
条
の
五
第
三
項
の
証
明
を
す
る
と
き
は
、
当
該
証

明
に
係
る
申
請
書
に
次
の
よ
う
に
記
載
し
、
か
つ
、
記
名
押
印
し
、

こ
れ
を
証
明
書
と
し
て
当
該
認
定
会
社
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

「
新
事
業
創
出
促
進
法
第
１
１
条
の
５
第
３
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

認
定
事
業
者
で
あ
る
旨
及
び
同
条
第
４
項
に
規
定
す
る
会
社
で

な
い
旨
を
証
明
す
る
。」 

４ 

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
証
明
を
し
な
い
と
き
は
、
証
明
で
き
な
い

理
由
を
付
し
て
、
そ
の
旨
を
当
該
認
定
会
社
に
通
知
す
る
も
の
と
す

る
。 
  

（
事
後
設
立
に
お
け
る
検
査
役
調
査
に
関
す
る
特
例
に
係
る
書
面
に

記
載
す
べ
き
事
項
） 

第
十
三
条 
法
第
十
一
条
の
六
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

譲
り
受
け
る
財
産
の
内
容 

二 

譲
り
受
け
る
財
産
の
価
格 

三 

弁
護
士
、
公
認
会
計
士
（
公
認
会
計
士
法
（
昭
和
二
十
三
年
法

律
第
百
三
号
）
第
十
六
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
外
国
公
認
会

計
士
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）
又
は
監
査
法
人
が
、
譲
り
受
け
る

財
産
の
調
査
に
係
る
事
務
を
他
の
適
当
と
認
め
る
者
に
行
わ
せ

る
場
合
に
は
、
そ
の
者
の
氏
名
又
は
名
称 

四 

弁
護
士
、
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
が
、
財
産
を
譲
り
受
け

る
認
定
会
社
と
利
害
関
係
を
有
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
関
係 

 

（
事
後
設
立
に
お
け
る
検
査
役
調
査
に
関
す
る
特
例
に
係
る
認
定
） 

第
十
四
条 

法
第
十
一
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
を
受
け

よ
う
と
す
る
認
定
会
社
の
取
締
役
は
、
様
式
第
十
に
よ
る
申
請
書
一

通
及
び
そ
の
写
し
一
通
を
、
主
務
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す

る
。 

一 

当
該
認
定
会
社
の
認
定
計
画
の
写
し 

二 

譲
り
受
け
る
財
産
に
係
る
営
業
譲
渡
等
の
契
約
書
（
当
該
財
産

の
目
録
を
含
む
も
の
に
限
る
。）
の
写
し 

三 

当
該
調
査
を
す
る
者
が
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人

の
資
格
を
有
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
及
び
当
該
調
査
を
す
る

者
の
印
鑑
証
明
書 

３ 

主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お

い
て
、
法
第
十
一
条
の
六
第
一
項
の
認
定
を
す
る
と
き
は
、
当
該
提

出
を
受
け
た
日
か
ら
、
原
則
と
し
て
二
週
間
以
内
に
、
当
該
認
定
に

係
る
申
請
書
に
次
の
よ
う
に
記
載
し
、
か
つ
、
記
名
押
印
し
、
こ
れ

を
認
定
書
と
し
て
当
該
取
締
役
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

「
新
事
業
創
出
促
進
法
第
１
１
条
の
６
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き

認
定
す
る
。」 

４ 

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
認
定
を
し
な
い
と
き
は
、
様
式
第
十
一
に

よ
る
不
認
定
通
知
書
を
当
該
取
締
役
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

  

（
事
後
設
立
に
お
け
る
検
査
役
調
査
に
関
す
る
特
例
に
係
る
証
明
を

受
け
た
こ
と
の
報
告
） 

第
十
五
条 

法
第
十
一
条
の
六
第
二
項
の
証
明
を
受
け
た
こ
と
の
報

告
を
し
よ
う
と
す
る
認
定
会
社
の
取
締
役
は
、
様
式
第
十
二
に
よ
る

報
告
書
一
通
及
び
そ
の
写
し
一
通
を
、
主
務
大
臣
に
提
出
す
る
も
の

と
す
る
。 

２ 

前
項
の
報
告
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す

る
。 

一 

法
第
十
一
条
の
六
第
一
項
の
主
務
大
臣
の
認
定
に
係
る
調
査

に
よ
る
証
明
書
の
写
し
（
調
査
を
し
た
者
が
前
条
第
二
項
に
よ
り

主
務
大
臣
に
提
出
し
た
同
項
第
三
号
の
印
鑑
証
明
書
と
同
一
の

印
影
の
あ
る
も
の
に
限
る
。） 

二 

弁
護
士
、
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
が
、
譲
り
受
け
る
財
産

の
調
査
に
係
る
事
務
を
他
の
適
当
と
認
め
る
者
に
行
わ
せ
る
場

合
に
お
い
て
、
そ
の
者
が
当
該
調
査
に
係
る
事
務
を
行
う
と
き
は
、



 

 

そ
の
鑑
定
評
価
書 

３ 
主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お

い
て
、
法
第
十
一
条
の
六
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
当
該
証
明
を
不

当
と
認
め
る
と
き
を
除
き
、
当
該
報
告
書
に
次
の
よ
う
に
記
載
し
、

か
つ
、
記
名
押
印
し
、
こ
れ
を
同
項
の
規
定
に
よ
る
取
消
し
を
受
け

て
い
な
い
こ
と
を
証
す
る
書
面
と
し
て
当
該
取
締
役
に
交
付
す
る

も
の
と
す
る
。 

「
新
事
業
創
出
促
進
法
第
１
１
条
の
６
第
１
項
の
認
定
は
、
同
条
第

２
項
の
規
定
に
よ
る
取
消
し
を
受
け
て
い
な
い
こ
と
を
証
明
す

る
。」 

４ 

主
務
大
臣
は
、
法
第
十
一
条
の
六
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
を

取
り
消
す
と
き
は
、
様
式
第
十
三
に
よ
る
認
定
取
消
通
知
書
を
、
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
提
出
を
受
け
て
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
当
該
取

締
役
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

第
四
章 

雑
則 

  

（
実
施
状
況
の
報
告
） 

第
十
六
条 

認
定
事
業
者
は
、
当
該
認
定
計
画
の
実
施
期
間
の
各
事
業

年
度
に
お
け
る
実
施
状
況
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て
当
該
各
事
業
年

度
が
開
始
し
た
日
以
後
六
月
間
を
経
過
し
た
日
及
び
当
該
各
事
業

年
度
の
終
了
の
日
後
三
月
以
内
に
、
様
式
第
十
四
に
よ
る
報
告
書
を

主
務
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

附 

則 
 

こ
の
命
令
は
、
新
事
業
創
出
促
進
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施

行
の
日
（
平
成
十
二
年
三
月
二
日
）
か
ら
施
行
す
る
。 

 



 

 

様式第１ 
新事業分野開拓の実施に関する計画に係る認定申請書 

  年 月 日 
主務大臣 名  殿 

住    所 
名    称 
代表者の氏名 印 

新事業創出促進法第１１条の２第１項の規定に基づき、下記の計画について認定を受けたいので申請します。 
記 

１．新事業分野開拓の目標 
２．新事業分野開拓の内容 
３．新事業分野開拓の実施時期 
４．新事業分野開拓の実施方法並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法 
（記載要領） 
１．新事業分野開拓の目標 
(1) 新事業分野開拓に係る事業の目標を要約的に記載する。 
(2) 外部監査の導入時期を記載する。 
(3) 別表１により、目標を達成するまでの資本政策等を記載する。 
２．新事業分野開拓の内容 
(1) 別表２により、新事業分野開拓に係る事業の内容を具体的に記載する。 
(2) 申請者が新事業分野開拓を実施する法人を設立しようとする者である場合には、申請者と当該法人の関係（役員
又は従業員の兼任若しくは派遣等の人的関係及び資本関係）を記した書面を添付する。 
(3) 実施計画に特定支援者を活用する計画を含める場合には、その名称及び当該特定支援者が法第１１条の２第４項
の特定支援者であることの説明を記載する。 
(4) 実施計画に資産の譲受けに関する計画を含める場合には、譲り受ける資産の内容及び当該資産の譲受けが新事業
分野開拓のための事業に必要であることの説明を記載する。 
(5) 実施計画に議決権のない株式の発行に関する計画を含める場合には、発行する株式の数及び内容を記載する。 
(6) 実施計画に新株の引受権の付与の特例に関する計画を含める場合には、新株の引受権の付与の特例の必要性、付
与株数、付与予定者名を記載する。 
(7) 新事業分野開拓の実施に当たっては、上記(4)(5)(6)のいずれかの措置を講ずるものとする。 
３．新事業分野開拓の実施時期 
(1) 新事業分野開拓の開始時期及び終了時期を年月をもって記載する。 
(2) 別表３により、毎事業年度の新事業分野開拓の実施予定を記載する。（売上高、経常利益、従業員数を含む。） 
４．新事業分野開拓の実施方法並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法 
(1) 実施体制について、社内の組織体制、人員配置、主要な構成員の経歴等具体的に記載する。 
(2) 販売方法について、主要な材料の・商品の調達方法、新事業分野開拓に係る製品の生産体制、販売方法等につい
て具体的に記載する。 
(3) 別表４により、新事業分野開拓の実施に係る財務計画を記載する。 
(4) 別表５により、新事業分野開拓の実施に必要な資金の額及びその調達方法を記載する。 
(5) 当該資金の使途及び調達方法について内訳を記載した資料を添付する。 
(6) 特定会社と特定投資事業組合との関係に関する事項を含める場合は、当該特定投資事業組合が保有している特定
会社の株式の数及びその取得価額、積極的な指導を行う取締役等の氏名及び申請者が当該無限責任組合員の子会社
又は被支配会社でないことの説明を記載する。（この場合には、上記(1)～(5)を省略することができる。） 

別表１ 
資本政策等株式上場又は店頭公開等に向けた具体的計画 

年 度 資 本 政 策（注１） 備   考（注２） 
年度   
年度   
年度   
年度   
年度   

注１：資本政策については、増資等の内容（額、株主数等）を、実施する予定の年度毎に記載する。 
注２：備考については、社内体制の整備、関係会社の整備、証券会社の選定、株式公開の申請等の作業内容を、実施す

る予定の年度毎に記載する。 
別表２ 
新事業分野開拓の内容 



 

 

事業名  
事業の概要  
 商品・役務の内容及び新規性（注１）  
 商品の生産・販売、役務の提供方式の改善点
（注２） 

 

 新技術、ノウハウ等の内容（注３）  
 事業の実現性（注４）  
 工業所有権所有状況 
（特許権、実用新案権、商標権等）（注５） 

名称 
所有者 
内容（当該事業との関連も記入） 
有効期間 

  （出願中のもの） 
 当該事業に関する技術についての公的機関
による評価（注６） 

 

開拓される新たな事業分野の内容  
 主たる需要者の概要  
 開拓される事業市場の規模  
 競合・代替性のある既存商品・サービス（な
い場合は記入不要） 

商品・サービス名 
現在の市場規模 
既存商品・サービスによる代替性の度合い 

 計画最終期における見通し 市場における総販売額 
当社シェア 
予測の根拠 

予定する支援措置（注７） 議決権のない株式の発行の特例 
  新株引受権の付与の特例 
  資産の譲受けに関する検査役調査の特例 
注１：商品・役務の内容及び需要者からみて既存の商品・役務とは異なる使用価値や効果を持つ場合、その相違点・優

位性を記載する。 
注２：当該事業が既存事業に比して、商品の生産・販売、役務の提供のコストの削減、商品・役務の質の向上等の改善

点を持つ場合、その内容を簡潔かつ具体的に記載する。 
注３：新商品の生産、新役務の提供、商品の生産・販売、役務の提供方式の改善の要因となる技術、ノウハウ等の内容

を既存技術、ノウハウとの相違点、優位性を明らかにした上で、具体的、定量的に記載する。専門的試験結果等に
ついては、別途資料を添付する。 

注４：①商品・サービスの開発段階、試作段階、商品化段階の別、②製造技術の確立状況、③事業者の行う事業全体に
おける当該事業の位置づけ、④経営者の経歴と当該事業との関係等事業の実現性を証する事項を記載する。 

注５：名称、所有者、内容（当該事業との関連も含めて記載する）有効期間を記載する。 
注６：評価した機関の名称又は評価した者の名称及び役職、評価の概要を記載する。（必要に応じて評価に関する資料

を添付する。） 
注７：いずれかに○印をつける。 
別表３ 
新事業分野開拓の実施時期 

年 度 実 施 内 容 
年度  
年度  
年度  

別表４ 
新事業分野開拓の実施に係る財務計画 

（単位：百万円） 
 Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６  
売上高       
売上原価       
売上総利益       
一般管理販売費       
営業利益       
営業外収益       



 

 

営業外費用       
経常利益       
特別損益       
税引前利益       
税引後利益       
当期純利益       
繰越利益       
減価償却       

別表５ 
新事業分野開拓を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 

（単位：百万円） 
調達方法 調達方法等 

 
資金需要 

調達額 調達時期 
自己資金 借入・社債 出資 その他（注１） 備考 

設備資金        
増加運転資金        
研究開発費        
注１：リース資金は「その他」に記載し、当該リースを行う事業者の名称を「備考」に記載する。 
（備考） 
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。 
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
 
様式第２ 

新事業分野開拓の実施に関する計画に係る不認定通知書 
  年 月 日 

         殿 
主務大臣  名   印 

平成 年 月 日付けで認定申請のあった実施計画については、下記の理由により認定をしないものとします。 
記 

不認定の理由 
（記載要領） 
新事業創出促進法第１１条の２第５項のうち、認定をしない理由を具体的に記載する。 
（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
 
様式第３ 

新事業分野開拓の実施に関する計画の変更認定申請書 
  年 月 日 

主務大臣 名  殿 
住    所 
名    称 
代表者の氏名 印 

平成 年 月 日付けで認定を受けた実施計画について下記のとおり変更したいので、新事業創出促進法第１１条の３
第１項の規定に基づき認定を申請します。 

記 
１．変更事項 
２．変更事項の内容（注） 
 

注：変更事項の内容については、変更前と変更後を対比して記載する。 
（備考） 
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。 
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 
様式第４ 

新事業分野開拓の実施に関する計画の変更不認定通知書 
  年 月 日 

         殿 



 

 

主務大臣  名   印 
平成 年 月 日付けで変更認定申請のあった実施計画については、下記の理由により認定をしないものとします。 

記 
不認定の理由 

（記載要領） 
新事業創出促進法第１１条の２第５項のうち、認定をしない理由を具体的に記載する。 
（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
 
様式第５ 

新事業分野開拓の実施に関する計画の認定取消通知書 
  年 月 日 

         殿 
主務大臣  名   印 

平成 年 月 日付けで認定をした実施計画については、下記の理由により認定を取り消します。 
記 

認定を取り消す理由 
（記載要領） 
新事業創出促進法第１１条の３第２項及び本施行規則第８条第１項のうち、認定の取消しの理由となっているものを具

体的に記載する。 
（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
 
様式第６ 

議決権のない株式の発行の特例に係る証明の申請書 
  年 月 日 

主務大臣 名  殿 
住    所 
名    称 
代表者の氏名 印 

新事業創出促進法第１１条の４第１項の規定に基づく証明を受けたいので、下記 のとおり申請します。 
記 

１：新事業分野開拓の認定を受けた年月日 
２：発行する議決権のない株式の払込期日 
（備考） 
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。 
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 
様式第７ 

認定支援者を活用しない場合の新株の引受権の特例に係る証明の申請書 
  年 月 日 

主務大臣 名  殿 
住    所 
名    称 
代表者の氏名 印 

新事業創出促進法第１１条の５第１項の規定に基づく証明を受けたいので、下記のとおり申請します。 
記 

１：新事業分野開拓の認定を受けた年月日 
２：新株の引受権を付与する決議を行う株主総会の会日 
（備考） 
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。 
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 
様式第８ 

認定支援者を活用する場合の新株引受権の付与の特例に係る認定事業者である旨及び認定計画の内容に
ついての証明の申請書 

  年 月 日 
主務大臣 名  殿 



 

 

住    所 
名    称 
代表者の氏名 印 

新事業創出促進法第１１条の５第３項の規定に基づき、認定事業者である旨及び認定計画の内容についての証明を受け
たいので、下記のとおり申請します。 

記 
１．新事業分野開拓の認定を受けた年月日 
２．認定計画の内容 
（備考） 
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。 
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 
様式第９ 

認定支援者を活用する場合の新株引受権の付与の特例に係る認定事業者である旨についての証明の申請書 
  年 月 日 

主務大臣 名  殿 
住    所 
名    称 
代表者の氏名 印 

新事業創出促進法第１１条の５第３項の規定に基づき、認定事業者である旨について証明を受けたいので、下記のとお
り申請します。 

記 
１．新事業分野開拓の認定を受けた年月日 
２．新株の引受権を付与する決議を行う株主総会の会日 
（備考） 
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。 
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 
様式第１０ 

事後設立における検査役調査に関する特例に係る認定申請書 
  年 月 日 

主務大臣 名  殿 
住    所 
名    称 
代表者の氏名 印 

新事業創出促進法第１１条の６第１項の規定に基づく認定を受けたいので、下記 のとおり申請します。 
記 

１．調査をする者の氏名又は名称 
２．調査の方法 
３．新事業分野開拓の認定を受けた年月日 
４．譲り受ける財産の内容 
５．譲り受ける財産の価格 
６．弁護士、公認会計士（公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）第１６条の２第３項に規定する外国公認会計士
を含む。以下この申請書において同じ。）又は監査法人が、譲り受ける財産の調査に係る事務を他の適当と認める者
に行わせる場合には、その者の氏名又は名称 
７．弁護士、公認会計士又は監査法人が、財産を出資され又は譲り受ける事業者と利害関係を有する場合には、その関
係 
（備考） 
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。 
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 
様式第１１ 

事後設立における検査役調査に関する特例に係る不認定通知書 
  年 月 日 

         殿 
主務大臣  名   印 



 

 

平成 年 月 日付けで認定申請のあった新事業創出促進法第１１条の６第１項に係る認定については、下記の理由に
より認定をしないものとします。 

記 
不認定の理由 

（記載要領） 
新事業創出促進法第１１条の６第１項に係る認定をしない理由を具体的に記載する。 
（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
 
様式第１２ 

事後設立における検査役調査に関する特例に係る証明を受けたことの報告 
  年 月 日 

主務大臣 名  殿 
住    所 
名    称 
代表者の氏名 印 

平成 年 月 日に受けた新事業創出促進法第１１条の６第１項の規定に基づく認定に係る同法第１１条の６第２項
の証明を受けたことを下記のとおり報告します。 

記 
１．新事業創出促進法第１１条の６第１項の認定に係る調査による証明の結果 
２．弁護士、公認会計士（公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）第１６条の２第３項に規定する外国公認会計士
を含む。）又は監査法人が、出資され又は譲り受ける財産の調査に係る事務を他の適当と認める者に行わせる場合に
おいて、その者が当該財産に係る鑑定評価を行うときは、その鑑定評価の結果 
（備考） 
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。 
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 
様式第１３ 

事後設立における検査役調査に関する特例に係る認定取消通知書 
  年 月 日 

         殿 
主務大臣  名   印 

平成 年 月 日付けで認定申請のあった新事業創出促進法第１１条の６第１項に係る認定については、下記の理由に
より認定を取り消します。 

記 
認定を取り消す理由 

（記載要領） 
新事業創出促進法第１１条の６第１項に係る認定を取り消す理由を具体的に記載する。 
（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
 
様式第１４ 

平成 年度（上期・下期）における新事業分野開拓の実施計画の実施状況報告書 
  年 月 日 

主務大臣 名  殿 
住    所 
名    称 
代表者の氏名 印 

平成 年 月 日付けで認定を受けた新事業分野開拓の実施計画の平成 年度（上期・下期）の実施状況を下記のとお
り報告します。 

記 
１．新事業分野開拓の実施計画の実施状況（注１） 
２．適用を受けた支援措置の内容とその実施状況（注２） 
注１：新事業分野開拓の実施計画の実施状況について、計画と実績を対比させ別表１及び別表２により記載するとと
もに、目標を達成するための資本政策及び外部監査に関する実施状況を記載する。 
注２：適用を受けた支援措置の内容とその実施状況を具体的に記載する。 
(1) 実施計画に議決権のない株式の発行の特例を使用した者は、発行株数、引受価格、引受者名を記載する。 
(2) 実施計画に新株の引受権の付与の特例を使用した者は、特別決議の期日、付与者名及び付与株数を記載する。 



 

 

(3) 実施計画に特定支援者を活用する計画を含めた場合には、特別決議の期日、認定支援者の氏名及び役職、付与
株数を記載する。 
(4) 実施計画に資産の譲受けに関する計画を含めた場合には、譲り受けた資産の内容及び価格を記載する。 

別表１ 
（単位：百万円） 

前年度（決算・中間決算期） 当年度（決算・中間決算期） 
項  目 

 うち新事業分野開拓事業  うち新事業分野開拓事業 
計 画     

売 上 高 
実 績     
計 画     

営 業 利 益 
実 績     
計 画     

税引前利益 
実 績     
計 画     

当期純利益 
実 績     

別表２ 
前年度（決算・中間決算期） 当年度（決算・中間決算期） 

項  目 
 うち新事業分野開拓事業  うち新事業分野開拓事業 

従 業 員 数 （ 人 ）     
（備考） 
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。 
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。



 

 

新
た
な
事
業
の
創
出
を
促
進
す
る
た
め
の
基
本
方
針 

（
平
成
十
一
年
厚
生
省
、
農
林
水
産
省
、
通
商
産
業
省
、
運
輸
省
、
郵

政
省
、
労
働
省
、
建
設
省
告
示
第
一
号
） 

 国
は
、
新
事
業
創
出
促
進
法
（
以
下｢

本
法｣

と
い
う
。）
に
基
づ
き
、

新
た
な
事
業
の
創
出
を
促
進
す
る
た
め
の
総
合
的
な
施
策
を
展
開

し
て
い
く
が
、
こ
う
し
た
施
策
が
従
来
の
施
策
と
も
連
携
が
図
ら
れ
、

活
力
あ
る
経
済
社
会
を
構
築
し
て
い
く
と
い
う
目
的
を
十
分
に
達

成
で
き
る
よ
う
、
そ
の
施
策
に
つ
い
て
の
基
本
的
な
考
え
方
を
明
ら

か
に
す
る
基
本
方
針
を
定
め
る
。 

 

一 

（
略
） 

一
の
二 

新
事
業
分
野
開
拓
の
促
進
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項 

(

一) 

新
事
業
分
野
開
拓
に
よ
る
新
た
な
事
業
の
創
出
の
意
義
及

び
必
要
性
に
関
す
る
事
項 

新
商
品
の
生
産
、
新
役
務
の
提
供
及
び
新
技
術
を
利
用
し
た
事

業
方
式
の
改
善
に
よ
っ
て
新
た
な
事
業
分
野
の
開
拓
を
図
る
こ

と
は
、
①
リ
ス
ク
は
高
い
が
、
成
功
す
れ
ば
、
短
期
間
に
大
き
な

事
業
及
び
雇
用
の
機
会
を
創
出
し
得
る
、
②
当
該
先
駆
的
な
商
品

や
役
務
又
は
画
期
的
な
技
術
革
新
に
よ
っ
て
新
た
な
市
場
が
創

出
さ
れ
又
は
拡
大
さ
れ
、
当
該
市
場
に
参
入
す
る
他
の
事
業
者
に

対
し
て
新
し
い
事
業
機
会
を
も
た
ら
す
、
③
当
該
新
た
な
商
品
、

役
務
及
び
技
術
等
に
よ
り
派
生
的
に
新
し
い
事
業
（
原
材
料
供
給
、

流
通
、
販
売
、
品
質
評
価
、
補
修
等
）
を
創
出
さ
せ
る
と
い
っ
た

意
義
を
有
し
て
い
る
。 

特
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
競
争
が
激
化
し
、
高
齢
化
が
急
速
に
進
展

し
つ
つ
あ
る
我
が
国
の
状
況
下
で
は
、
新
た
な
産
業
フ
ロ
ン
テ
ィ

ア
を
切
り
拓
く
こ
と
の
重
要
性
は
一
層
高
ま
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら

に
か
ん
が
み
、
我
が
国
に
お
い
て
は
、
資
金
、
人
材
、
技
術
等
の

経
営
資
源
が
こ
う
し
た
新
た
な
事
業
分
野
を
開
拓
す
る
よ
う
な

事
業
活
動
に
円
滑
に
供
給
さ
れ
る
よ
う
な
環
境
を
整
備
す
る
こ

と
が
不
可
欠
で
あ
る
。 

(

二) 

新
事
業
分
野
開
拓
の
内
容
に
関
す
る
事
項 

法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
「
新
事
業
分
野
開
拓
」
は
、
以

下
の
内
容
を
有
す
る
も
の
と
す
る
。 

１ 

事
業
の
著
し
い
成
長
発
展
に
向
け
た
計
画 

「
事
業
者
が
そ
の
事
業
の
著
し
い
成
長
発
展
を
目
指
す
」
と

は
、
事
業
者
が
、
そ
の
営
む
事
業
の
売
上
高
、
利
益
、
資
産
、

従
業
員
数
等
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
短
期
間
の
う
ち
に

株
式
上
場
又
は
店
頭
公
開
等
を
行
う
た
め
の
、
的
確
な
市
場
の

把
握
に
基
づ
く
具
体
的
か
つ
確
実
な
計
画
を
有
し
て
い
る
こ

と
を
い
う
も
の
と
す
る
。
こ
こ
で
い
う
「
短
期
間
」
と
は
、
当

該
事
業
者
が
事
業
を
開
始
し
、
又
は
会
社
を
設
立
し
て
か
ら
五

年
を
経
過
し
て
い
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
事
業
の
開
始

又
は
会
社
の
設
立
の
日
以
降
十
年
、
そ
の
他
の
場
合
に
あ
っ
て

は
新
事
業
分
野
開
拓
の
開
始
の
日
か
ら
五
年
を
目
安
と
し
、

「
具
体
的
か
つ
確
実
な
計
画
」
に
は
当
該
事
業
者
が
短
期
間
の

う
ち
に
株
式
上
場
又
は
店
頭
公
開
等
を
行
う
た
め
に
必
要
な

資
本
政
策
及
び
外
部
監
査
等
の
適
切
な
措
置
を
含
む
も
の
と

す
る
。 

２ 

事
業
の
新
規
性 

「
新
商
品
の
生
産
若
し
く
は
新
役
務
の
提
供
又
は
新
技
術

を
利
用
し
た
商
品
の
生
産
若
し
く
は
販
売
若
し
く
は
役
務
の

提
供
の
方
式
の
改
善
に
よ
り
、
新
た
な
事
業
分
野
の
開
拓
を
図

る
も
の
」
と
は
、
以
下
の
も
の
を
い
う
。 
(

１) 

新
商
品
の
生
産
若
し
く
は
新
役
務
の
提
供
に
よ
る
新

た
な
事
業
分
野
の
開
拓 

「
新
商
品
」
又
は
「
新
役
務
」
と
は
、
新
規
性
を
有
す
る

商
品
又
は
役
務
で
あ
る
が
、
こ
の
新
規
性
と
は
、
当
該
商
品

又
は
役
務
が
通
常
の
取
引
に
お
い
て
又
は
社
会
通
念
上
新

し
い
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
を
い
う
。 

こ
の
新
規
性
の
存
在
は
、
商
品
に
あ
っ
て
は
、
日
本
標
準

産
業
分
類
等
を
参
酌
し
つ
つ
、
当
該
商
品
が
既
に
我
が
国
に

お
い
て
企
業
化
さ
れ
て
い
る
商
品
と
は
通
常
の
取
引
に
お

い
て
又
は
社
会
通
念
上
別
個
の
範
疇
に
属
す
る
も
の
で
あ

る
場
合
の
ほ
か
、
同
一
の
範
疇
に
属
す
る
も
の
で
あ
っ
て
も
、

既
存
の
商
品
と
は
著
し
く
異
な
る
使
用
価
値
を
有
し
、
実
質

的
に
別
個
の
範
疇
に
属
す
る
も
の
に
準
ず
る
と
認
め
ら
れ

る
場
合
に
肯
定
さ
れ
る
。
ま
た
、
役
務
に
あ
っ
て
も
、
新
規

性
の
存
在
は
、
同
様
の
場
合
に
肯
定
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。 

特
に
商
品
の
新
規
性
に
つ
い
て
は
、
海
外
に
お
け
る
当
該

商
品
の
企
業
化
の
状
況
を
も
考
慮
す
る
も
の
と
す
る
。 

(

２) 

新
技
術
を
利
用
し
た
商
品
の
生
産
若
し
く
は
販
売
又

は
役
務
の
提
供
の
方
式
の
改
善
に
よ
る
新
た
な
事
業
分
野

の
開
拓 

「
新
技
術
を
利
用
」
す
る
と
は
、
未
だ
企
業
化
さ
れ
て
い

な
い
技
術
（
技
術
上
又
は
経
営
上
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
含
む
。
以

下
同
じ
。）
を
利
用
す
る
こ
と
又
は
既
に
企
業
化
さ
れ
て
い

る
技
術
を
、
日
本
標
準
産
業
分
類
等
を
参
酌
し
つ
つ
、
従
来

そ
れ
を
適
用
し
て
生
産
し
、
若
し
く
は
販
売
し
て
い
た
商
品

と
は
通
常
の
取
引
に
お
い
て
若
し
く
は
社
会
通
念
上
異
な

る
範
疇
に
属
す
る
商
品
の
生
産
若
し
く
は
販
売
に
若
し
く

は
従
来
そ
れ
を
適
用
し
て
提
供
し
て
い
た
役
務
と
は
通
常

の
取
引
に
お
い
て
若
し
く
は
社
会
通
念
上
異
な
る
範
疇
に

属
す
る
役
務
の
提
供
に
適
用
す
る
こ
と
を
い
う
。 

「
商
品
の
生
産
若
し
く
は
販
売
又
は
役
務
の
提
供
の
方

式
を
改
善
す
る
」
と
は
、
生
産
若
し
く
は
販
売
さ
れ
る
商
品

又
は
提
供
さ
れ
る
役
務
は
新
規
性
を
有
し
な
い
が
、
新
技
術

を
利
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
商
品
の
生
産
若
し
く
は
販
売

過
程
又
は
役
務
の
提
供
方
法
を
改
善
す
る
こ
と
に
よ
っ
て

商
品
又
は
役
務
の
価
格
の
著
し
い
低
下
や
質
の
著
し
い
向

上
を
も
た
ら
す
こ
と
を
い
う
。 

(

三) 

そ
の
他
新
事
業
分
野
開
拓
の
促
進
に
関
し
配
慮
す
べ
き
事

項 

国
は
、
新
事
業
分
野
開
拓
を
図
る
事
業
活
動
の
促
進
の
た
め
、

次
に
掲
げ
る
諸
点
に
つ
い
て
十
分
に
配
慮
す
る
こ
と
と
す
る
。 

１ 

新
事
業
分
野
開
拓
に
向
け
た
取
組
の
確
実
か
つ
適
正
な
実

施
を
確
保
す
る
た
め
、
認
定
事
業
者
の
事
業
の
実
施
状
況
を
定

期
的
に
調
査
し
把
握
す
る
こ
と
。 

２ 

事
業
者
の
新
事
業
分
野
開
拓
に
向
け
た
取
組
を
活
発
化
さ

せ
る
た
め
、
関
連
施
策
の
周
知
徹
底
に
努
め
る
こ
と
。 

３ 

新
事
業
分
野
開
拓
に
係
る
支
援
を
効
果
的
に
実
施
し
て
い

く
た
め
、
関
係
省
庁
間
相
互
及
び
関
係
機
関
と
の
間
の
緊
密
な

連
携
を
確
保
す
る
こ
と
。 

二
・
三 

（
略
） 

 

附 

則 

こ
の
告
示
は
、
新
事
業
創
出
促
進
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

十
一
年
法
律
第
二
百
二
十
三
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
二
年
三
月

二
日
）
か
ら
施
行
す
る
。 


